
入札公告

次のとおり一般競争入札に付します。

なお、本入札に係る落札及び契約締結は、当該調達に係る平成31年度本予算が成

立し、予算示達がなされることを条件とする。

平成31年３月８日

支出負担行為担当官

南関東防衛局長 堀地 徹

１ 入札に付する事項

(1) 件名 南関東防衛局管内(31)駐留軍等労働者雇用前健康診断業務委託（座間地

区）

(2) 内容 座間防衛事務所が管轄する米軍施設に勤務する駐留軍等労働者に対す

る雇用前健康診断業務委託

(3) 履行場所 受注者の施設

(4) 履行期間 契約日の翌日から平成32年３月31日まで

２ 競争参加資格

(1) 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号。以下「予決令」という。）第

70条及び第71条の規定に該当しない者であること。

(2) 平成28・29・30年度防衛省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供

等」のうち「その他」において、等級の格付を受け、関東・甲信越地域の競争

参加資格を有する者であること(会社更生法(平成14年法律第154号)に基づき更

生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法(平成11年法律第225

号)に基づき再生手続開始の申立てがなされている者については、手続開始の

決定後、再度級別の格付を受けていること。)。

(3) 会社更生法に基づき更正手続開始の申し立てがなされている者又は民事再生

法に基づき再生手続開始の申し立てがなされている者（上記(2)の再度級別の

格付けを受けた者を除く。）でないこと。

(4) 一般競争参加資格確認申請書(以下｢申請書｣という｡)及び競争参加資格確認資料

(以下｢資料｣という｡)の提出期限の日から開札の時点までの期間に、防衛省から

「装備品等及び役務の調達に係る指名停止等の要領について(防経装第10622号｡

25.８.1)」に基づく指名停止を受けている期間中でないこと。

（5) 前号により現に指名停止を受けている者と資本関係又は人的関係のある者で

あって、当該者と同種の物品の売買又は製造若しくは役務請負について防衛省

と契約を行おうとする者でないこと。

（6) 原則、現に指名停止を受けている者の下請負については認めない。ただし、真に

やむを得ない事由を防衛省が認めた場合には、この限りではない。

(7) 労働保険、厚生年金保険等の適用を受けている場合、保険料等の滞納がない

こと。

(8) 入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと（資本関

係又は人的関係がある者のすべてが共同企業体の代表者以外の構成員である場

合を除く。）。

(9) 健康増進事業実施者に対する健康診査の実施等に関する指針（平成16年厚生



労働省告示第242号）に定める健康診査の精度管理を実施していること。

(10) 小田急線相武台前駅から最寄り駅まで概ね30分、かつ、最寄り駅から徒歩で

概ね20分の範囲内に履行場所を備えていること。

３ 入札方法

(1) 本案件は、資料提出及び入札等を電子調達システム(政府電子調達(GEPS))に

より行う案件である。ただし、電子調達システムによりがたい場合は、発注者

の承諾を得て紙入札方式に代えるものとする。

なお、紙入札方式の承諾に関しては、南関東防衛局総務部契約課に紙入札方

式参加承諾願を提出するものとする（詳細は入札説明書による。）。

(2) 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の８％に相当す

る額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額

を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は消費税等

に係る課税業者であるか免税業者であるかを問わず、見積もった契約金額の

108分の100に相当する金額を入札書に記載すること。

４ 入札手続等

(1) 入札説明書等の交付

電子調達システムからダウンロード

・電子調達システムのURL:政府電子調達（GEPS）https://www.geps.go.jp/

又は、下記交付場所において交付。

〒231-0003 神奈川県横浜市中区北仲通５－57 横浜第２合同庁舎内13階

南関東防衛局総務部契約課 TEL 045-211-7143 FAX 045-212-2806

(2) 交付期間等

ア 交付期間 平成31年３月８日から平成31年３月22日まで

イ 交付時間

・電子入札 上記(1)URL参照

・紙 入 札 午前９時から午後５時まで(行政機関の休日に関する法律(昭

和63年法律第91号)第１条第１項に規定する行政機関の休日(以

下「行政機関の休日」という。)を除く。)の毎日（正午から午

後１時までの間を除く。）。

(3) 申請書及び資料(以下「申請書等」という｡)の提出期間等

ア 電子調達システムによる場合

・提出期間 平成31年３月８日から平成31年３月22日まで。ただし、最終

日は正午まで。

・提出方法 電子調達システムにより提出を行う。

イ 紙入札方式による場合

・提出期間 平成31年３月８日から平成31年３月22日まで(行政機関の休

日を除く。)の毎日、午前９時から午後５時まで（正午から午

後１時までの間を除く。)。ただし、最終日は正午まで。郵送

（書留郵便に限る。）又は託送（書留郵便と同等のものに限

る。）（以下「郵送等」という。）による場合は午後５時まで

必着とする。

・提出場所 上記(1) に同じ。

・提出方法 持参又は郵送等により提出すること。



(4) 入札書の提出

入札書の提出は、電子調達システムにより行うこと。ただし、３(1)の承諾

を得た場合は、紙により提出する。

ア 電子調達システムによる入札書の提出期間

・平成31年３月26日から平成31年３月28日 正午まで

イ 紙入札方式による入札書の提出期間等

・提出期間 平成31年３月26日から平成31年３月28日(行政機関の休日を

除く。)の毎日、午前９時から午後５時まで(正午から午後１時

までの間を除く。）。ただし、最終日は正午まで。なお、郵送

等による場合は午後５時までに上記(1)へ到着したものを有効

とする。

・提出場所 上記(1)に同じ

・提出方法 持参又は郵送等により提出すること。

(5) 開札の日時及び場所

・開札日時 平成31年３月29日 午前10時30分

・開札場所 南関東防衛局入札室

(6) (3)から(5)において、電子調達システムにシステム障害が発生した場合には、

日時を変更する場合がある。

５ その他

(1) 入札保証金及び契約保証金 免除

(2) 入札の無効 次に掲げる入札は無効とする。

ア 本公告に示した競争参加資格のない者の提出した入札

イ 申請書等に虚偽の記載をした者のした入札

ウ 入札に関する条件に違反した入札

(3) 仕様書等を受け取らない者の入札参加は認めない。

(4) 暴力団関係業者の排除(詳細は入札心得書による。)

(5) 契約書作成の要否 要

(6) 入札及び契約手続において使用する言語、通貨は、日本語及び日本国通貨

に限る。

(7) 適用する契約条項

契約書

談合等の不正行為に関する特約条項

暴力団排除に関する特約条項

債権譲渡禁止特約の部分的解除のための特約条項

個人情報の保護に関する特約条項

(8) 電子調達システム問い合わせ先:

政府電子調達(GEPS) https://www.geps.go.jp/

(9) その他詳細は、入札説明書による。


